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1.  平成24年3月期の業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 9,429 △4.0 140 △60.2 157 △57.5 158 △26.9
23年3月期 9,821 △16.2 353 △7.6 370 △8.5 216 △50.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 25.05 ― 3.8 2.3 1.5
23年3月期 34.21 ― 5.4 5.4 3.6

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 6,813 4,231 62.1 669.36
23年3月期 6,632 4,132 62.3 653.41

（参考） 自己資本   24年3月期  4,231百万円 23年3月期  4,132百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 △334 △23 △41 1,750
23年3月期 894 △44 △32 2,149

2.  配当の状況 

平成25年3月期の配当予想は未定であります。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00 37 17.5 0.9
24年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 31 20.0 0.7
25年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3. 平成25年 3月期の業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,300 2.8 △165 ― △160 ― △110 ― △17.40
通期 10,000 6.1 110 △21.8 125 △20.7 80 △49.5 12.65



※  注記事項 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 有
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 6,500,000 株 23年3月期 6,500,000 株
② 期末自己株式数 24年3月期 178,085 株 23年3月期 176,005 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 6,322,851 株 23年3月期 6,330,030 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料2ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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①当期の経営成績 

当期におけるわが国経済は、昨年３月11日に発生した東日本大震災と福島原発の問題により大きなダ

メージを受けるとともに、長引くデフレ経済の継続、円高・資源高の影響による企業収益と雇用環境の

悪化等から依然として抜け出せない厳しい経済情勢が続きました。 

北海道経済におきましても、国・自治体の財政難の影響と政権交代による政策転換もあり、北海道開

発局予算は年々減少しているとともに、民間設備投資も東日本大震災以降激減する極めて厳しい経営環

境となりました。 

このような状況の中、当社は社員一人一人が危機意識と改善意欲をもち経営業績改善活動及び収益力

１％改善活動を進めてきた結果、受注高は9,905百万円で前年度比12.5％の増加となり、売上高は9,429

百万円で前年度比4.0％の減収となるも、経常利益は157百万円、当期純利益は158百万円を計上するこ

とができました。 

  

②次期の見通し 

次期の見通しにつきましては、国内経済は一部に持ち直しの動きがみられるものの、原油価格の高騰

や雇用環境の悪化懸念など、依然として厳しい経済状況が予想されます。 

北海道経済は、公共工事の減少、民間設備投資も慎重姿勢が継続し、受注競争激化から経営環境は極

めて厳しい状況が予想されます。 

当社は、厳しい市場環境の中で、危機意識と改善意欲をもち営業体制の強化や採算性の向上に向けた

原価管理の徹底、固定費の削減、業務効率化に積極的に取組み、安定した経営基盤を確立していく所存

であります。 

次期の業績は、次のとおり見込んでおります。 

  

受注高      10,000百万円 

売上高     10,000百万円 

営業利益     110百万円 

経常利益     125百万円 

当期純利益     80百万円 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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①資産・負債・純資産の状況 

当事業年度の総資産は、前期末比180,784千円(2.７％)増加の6,813,200千円となりました。 

流動資産は、前期末比221,173千円(4.4％)増加の5,221,370千円、固定資産合計は、前期末比40,388

千円(2.5％)減少の1,591,829千円となりました。 

流動資産の増加の主な要因は、現金預金399,513千円減少等となりましたが、売掛債権726,727千円の

増加等によるものです。 

固定資産合計の減少の主な要因は、投資有価証券の時価評価減及び有形・無形固定資産の償却等によ

るものです。 

負債合計は、未払金133,981千円減少等となりましたが買掛債務233,433千円増加等で、前期末比

81,325千円(3.3％)増加の2,581,552千円となりました。 

純資産合計は、その他有価証券評価差額金等減少となりましたが利益剰余金120,432千円増加等で、

前期末比99,459千円(2.4％)増加の4,231,647千円となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の期末残高は1,750,358千円、前

事業年度に比べ399,513千円の減少となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、334,926千円（前年度比1,229,063千円の増）となりました。これ

は主に、営業収入の減少並びに外注費の支出等の減少等によるものです。             

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、23,550千円（前年度比20,570千円の減）となりました。これは主

に、有形固定資産の売却による収入並びに有形固定資産の取得による支出等によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、41,037千円（前年度比8,543千円の増）となりました。これは、

配当金の支出等によるものです。 

  

（２）財政状態に関する分析
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利益配分につきましては、経営体質の強化並びに将来の事業展開に備えるため、技術力の強化・技術

者の育成及び社内インフラ充実のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続していくこ

とを基本方針といたします。 

当期の配当につきましては、５期連続の利益計上となること並びに基本方針等を総合的に勘案し、期

末配当は１株当たり５円の配当を予定しております。 

前期実績は、普通配当３円、記念配当３円の合計６円を配当しておりますが、当期は記念配当を除く

と１株当たり２円の増配となります。 

なお、次期の配当につきましては、現時点では未定であります。 

  

当社における投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項は、次のとおりです。 

なお、当社はこれらの起こりうるリスクの可能性を確認した上で、発生の回避及び発生した場合の対

応に努める所存です。 

  

①景気の変動について 

景気動向の影響で、公共投資の縮小や民間設備投資の抑制等により、工事受注量の減少、過当競争

による受注価格の下落が今後も続く場合並びに原油・素材価格の上昇や賃金の上昇によるコスト高等

で、当社の業績に悪影響が出る場合があります。 

  

②工事損失引当金について 

厳しい受注環境が続いており今後も価格競争の激化が予想され、損失が見込まれる工事の受注が発

生した場合には、工事損失引当金を計上することで業績に悪影響が生じる可能性があります。 

  

③法的規制について 

当社が行う事業は、建設業法、建築基準法、独占禁止法、会社法等により法的規制を受けていま

す。そのため、上記法律の改廃や新たな法的規制の導入、適用基準変更等によっては業績等に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

④災害等について 

天災や想定条件外の原因等により、災害・疫病等が発生し被害を受けた場合には、工事等に影響を

及ぼすとともに、修復費用等の発生等で業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤厚生年金基金について 

当社の加入する「北海道電気工事業厚生年金基金」は、昨今の経済情勢により資産運用が困難を極

め不足金が発生し、運用での不足金解消に目途が立たないことから、代議員会で基金の解散の手続き

を進めることを決定しております。そのため、基金の解散が許可された場合、損失の発生の可能性が

あります。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク

(株)北弘電社（1734）　平成24年３月期決算短信（非連結）

- 4 -



 最近の有価証券報告書（平成23年６月29日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社

の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

  

当社は、「成長性」「収益性」「効率性」「健全性」の視点から経営改善諸施策を展開し、事業を推

進してまいります。 

企業理念として「常に顧客優先の精神に徹し、優れた技術と豊かな創造力により、地域社会の活性化

と生活環境の向上に貢献する」を掲げ、お客様に対して、常に最高の技術とサービスを提供するととも

に、社会環境や安全性に十分配慮し、さらなる企業価値の向上に努めます。 

また、企業倫理の確立と法令順守を徹底し、社会への貢献を果たしてまいります。 

  

目標とする経営指標としましては、特に、安定的な収益確保及び収益力の強化を目指すため、営業利

益の拡大と売上高営業利益率の向上を重要な目標としております。 

  

中長期政策といたしましては、今後成長が期待されるリニューアル分野、新エネルギー分野、環境分

野、情報通信分野、セキュリティー分野の積極的拡大を柱に、①差別化技術の開発と原価低減の実現

②メンテナンス事業の充実拡大 ③顧客満足を高める工事品質と製品の提供 ④協力会社の強化育成

⑤人材の育成等に積極的に取り組んでまいります。 

  

北海道の建設業界は、北海道開発局予算の大幅な削減による公共投資の減少や民間設備投資の減少、

更には昨年３月11日に発生した東日本大震災や福島原発問題による悪化影響が見込まれる中、財務体質

の弱い企業から本格的な淘汰・再編が加速していくものと予想されます。 

当社はこの様な状況に対処するために、以下に努めてまいります。 

①収益力１％ＵＰ全社活動の継続展開及び固定費削減による収益力の向上 

②技術提案営業力強化による売上規模の維持・拡大 

③人材の育成と生産性の向上 

④企業倫理・遵法の徹底とリスク対応力の強化 

  

２．企業集団の状況

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 2,149,871 1,750,358

受取手形 ※1  84,236 ※1, ※2  183,159

完成工事未収入金 2,117,625 2,748,820

売掛金 298,669 295,278

商品 16,052 6,818

未成工事支出金 ※3  118,014 92,635

前払費用 6,855 23,088

立替金 85,762 44,528

繰延税金資産 87,857 54,824

その他 37,751 24,358

貸倒引当金 △2,500 △2,500

流動資産合計 5,000,197 5,221,370

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,595,990 1,616,078

減価償却累計額 △916,467 △950,855

建物（純額） 679,522 665,222

構築物 65,357 83,792

減価償却累計額 △57,036 △59,428

構築物（純額） 8,320 24,363

機械及び装置 21,612 21,612

減価償却累計額 △1,072 △4,091

機械及び装置（純額） 20,540 17,521

車両運搬具 15,165 16,295

減価償却累計額 △10,853 △13,172

車両運搬具（純額） 4,312 3,122

工具、器具及び備品 512,145 521,653

減価償却累計額 △459,425 △467,166

工具、器具及び備品（純額） 52,720 54,486

土地 448,276 444,679

リース資産 12,520 12,520

減価償却累計額 △5,008 △7,512

リース資産（純額） 7,512 5,008

有形固定資産 1,221,205 1,214,404

無形固定資産   

ソフトウエア 30,933 25,264

電話加入権 170 134

その他 12 －

無形固定資産 31,116 25,398
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 307,550 287,334

関係会社株式 11,784 8,784

出資金 2,717 2,717

従業員に対する長期貸付金 800 825

破産更生債権等 10,228 10,784

長期前払費用 2,344 195

繰延税金資産 38,081 35,062

会員権等 7,928 7,728

その他 7,862 9,018

貸倒引当金 △9,400 △10,423

投資その他の資産 379,896 352,026

固定資産合計 1,632,218 1,591,829

資産合計 6,632,416 6,813,200

負債の部   

流動負債   

支払手形 295,461 ※2  348,212

工事未払金 377,996 317,943

買掛金 438,253 678,989

リース債務 2,637 2,732

未払金 256,397 122,416

未払費用 20,507 28,162

未払法人税等 111,691 40,417

未払消費税等 4,377 17,106

未成工事受入金 72,818 167,880

前受金 68 53

預り金 27,113 38,313

賞与引当金 81,118 78,930

工事損失引当金 ※3  13,364 10,829

流動負債合計 1,701,807 1,851,987

固定負債   

リース債務 5,563 2,830

長期未払金 102,815 71,188

長期預り保証金 3,017 3,026

退職給付引当金 643,699 593,495

役員退職慰労引当金 40,200 55,900

環境対策引当金 3,125 3,125

固定負債合計 798,420 729,565

負債合計 2,500,227 2,581,552
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 840,687 840,687

資本剰余金   

資本準備金 687,087 687,087

その他資本剰余金 21 21

資本剰余金合計 687,108 687,108

利益剰余金   

利益準備金 77,935 77,935

その他利益剰余金   

情報システム構築準備金 20,000 20,000

別途積立金 1,671,262 1,671,262

繰越利益剰余金 853,598 974,031

利益剰余金合計 2,622,796 2,743,228

自己株式 △24,747 △25,031

株主資本合計 4,125,843 4,245,992

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6,344 △14,344

評価・換算差額等合計 6,344 △14,344

純資産合計 4,132,188 4,231,647

負債純資産合計 6,632,416 6,813,200
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（２）損益計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高   

完成工事高 8,107,928 7,451,234

商品売上高 1,713,784 1,977,890

売上高合計 9,821,713 9,429,124

売上原価   

完成工事原価 6,969,146 6,665,554

商品期首たな卸高 39,830 16,052

当期商品仕入高 1,512,448 1,739,649

合計 1,552,278 1,755,702

商品期末たな卸高 16,052 6,818

商品売上原価 1,536,225 1,748,884

売上原価合計 8,505,372 8,414,439

売上総利益   

完成工事総利益 1,138,781 785,679

商品売上総利益 177,558 229,005

売上総利益合計 1,316,340 1,014,685

販売費及び一般管理費   

役員報酬 64,827 73,581

従業員給料手当 432,601 369,403

賞与引当金繰入額 29,317 26,793

退職金 686 268

退職給付費用 29,827 27,661

役員退職慰労引当金繰入額 15,400 15,700

法定福利費 58,743 47,218

福利厚生費 24,361 21,602

通信交通費 39,552 39,160

広告宣伝費 5,656 5,615

貸倒引当金繰入額 － 1,178

交際費 20,326 13,524

寄付金 2,494 584

地代家賃 8,327 5,850

減価償却費 39,383 48,588

租税公課 40,851 34,648

荷造運搬費 21,254 23,115

雑費 129,212 119,566

販売費及び一般管理費 962,825 874,059

営業利益 353,515 140,625

(株)北弘電社（1734）　平成24年３月期決算短信（非連結）

- 9 -



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 2,811 2,030

受取配当金 4,590 5,276

受取賃貸料 4,897 5,627

雑収入 6,838 4,943

営業外収益合計 19,137 17,877

営業外費用   

支払利息 401 293

雑支出 1,446 595

営業外費用合計 1,848 889

経常利益 370,804 157,613

特別利益   

固定資産売却益 － ※1  80,056

環境対策引当金戻入益 1,382 －

特別利益合計 1,382 80,056

特別損失   

固定資産除却損 ※2  26,914 ※2  97

投資有価証券評価損 24,486 2,280

会員権評価損 873 200

特別損失合計 52,275 2,577

税引前当期純利益 319,912 235,092

法人税、住民税及び事業税 107,855 38,975

法人税等調整額 △4,483 37,740

法人税等合計 103,371 76,715

当期純利益 216,540 158,376
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 840,687 840,687

当期末残高 840,687 840,687

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 687,087 687,087

当期末残高 687,087 687,087

その他資本剰余金   

当期首残高 21 21

当期末残高 21 21

資本剰余金合計   

当期首残高 687,108 687,108

当期末残高 687,108 687,108

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 77,935 77,935

当期末残高 77,935 77,935

その他利益剰余金   

情報システム構築準備金   

当期首残高 20,000 20,000

当期末残高 20,000 20,000

別途積立金   

当期首残高 1,671,262 1,671,262

当期末残高 1,671,262 1,671,262

繰越利益剰余金   

当期首残高 656,245 853,598

当期変動額   

剰余金の配当 △19,187 △37,943

当期純利益 216,540 158,376

当期変動額合計 197,353 120,432

当期末残高 853,598 974,031

利益剰余金合計   

当期首残高 2,425,442 2,622,796

当期変動額   

剰余金の配当 △19,187 △37,943

当期純利益 216,540 158,376

当期変動額合計 197,353 120,432

当期末残高 2,622,796 2,743,228
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

自己株式   

当期首残高 △12,494 △24,747

当期変動額   

自己株式の取得 △12,253 △284

当期変動額合計 △12,253 △284

当期末残高 △24,747 △25,031

株主資本合計   

当期首残高 3,940,743 4,125,843

当期変動額   

剰余金の配当 △19,187 △37,943

当期純利益 216,540 158,376

自己株式の取得 △12,253 △284

当期変動額合計 185,100 120,148

当期末残高 4,125,843 4,245,992

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 1,151 6,344

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,193 △20,688

当期変動額合計 5,193 △20,688

当期末残高 6,344 △14,344

評価・換算差額等合計   

当期首残高 1,151 6,344

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,193 △20,688

当期変動額合計 5,193 △20,688

当期末残高 6,344 △14,344

純資産合計   

当期首残高 3,941,895 4,132,188

当期変動額   

剰余金の配当 △19,187 △37,943

当期純利益 216,540 158,376

自己株式の取得 △12,253 △284

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,193 △20,688

当期変動額合計 190,293 99,459

当期末残高 4,132,188 4,231,647
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

営業収入 10,725,633 8,558,669

原材料又は商品の仕入れによる支出 △3,181,791 △2,886,295

人件費の支出 △1,677,464 △1,564,717

外注費の支出 △3,718,029 △3,276,925

その他の営業支出 △1,165,644 △1,060,296

小計 982,705 △229,564

利息及び配当金の受取額 7,344 7,304

利息の支払額 △402 △294

受取賃貸料 4,898 5,660

法人税等の支払額 △100,408 △118,032

営業活動によるキャッシュ・フロー 894,137 △334,926

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △99,703 △103,140

有形固定資産の売却による収入 119 85,604

無形固定資産の取得による支出 △9,051 △4,158

投資有価証券の取得による支出 △1,200 △1,200

投資有価証券の売却による収入 24 6

貸付けによる支出 △1,200 △1,500

貸付金の回収による収入 1,630 838

差入保証金の回収による収入 65,261 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △44,120 △23,550

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 140,000 90,000

短期借入金の返済による支出 △140,000 △90,000

自己株式の取得による支出 △12,253 △284

リース債務の返済による支出 △2,409 △2,501

配当金の支払額 △17,832 △38,252

財務活動によるキャッシュ・フロー △32,494 △41,037

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 817,523 △399,513

現金及び現金同等物の期首残高 1,332,348 2,149,871

現金及び現金同等物の期末残高 2,149,871 1,750,358
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該当事項はありません。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）重要な会計方針

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

  その他有価証券

   ①時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定しております。)

      ②時価のないもの 移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

  未成工事支出金 個別法による原価法

  商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

 (会計方針の変更)

当事業年度より商品の評価方法について、先入先出法による原価法から移動平均法による原価法に変更いた

しました。

この変更は、平成23年度から導入した新販売管理システムが稼働し、移動平均法による在庫評価管理計算が

可能となり、より適正な期間損益計算を行うためのものであります。

この変更に伴う営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響額及び前事業年度の期首における純資産

額に対する累積的影響額は軽微であります。

３ 固定資産の減価償却の方法

  ①有形固定資産(リース資産を除く)

   イ 建物(建物附属設

備は除く)

ａ 平成10年３月31日以前に取得したもの

  旧定率法によっております。

ｂ 平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの

  旧定額法によっております。

ｃ 平成19年４月１日以後に取得したもの

  定額法によっております。

   ロ 建物以外 ａ 平成19年３月31日以前に取得したもの

  旧定率法によっております。

ｂ 平成19年４月１日以降に取得したもの

  定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物及び構築物 ３年～50年

  ②無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用しております。

  ③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっておりま

す。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(株)北弘電社（1734）　平成24年３月期決算短信（非連結）

- 14 -



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

４ 引当金の計上基準

  ①貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

  ②賞与引当金 従業員の賞与に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しており

ます。

  ③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に基づく簡便法により、自己都合

の期末要支給額を計上しております。

  ④役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

  ⑤工事損失引当金 受注工事に係る将来の工事損失に備えるため、当事業年度末において見込まれる

未引渡工事の損失発生見込額を計上しております。

  ⑥環境対策引当金 ＰＣＢ使用電気機器の処理支出に備えるため、処理見込額を計上しております。

５ 収益費用の計上基準

  完成工事高及び完成工事

原価の計上基準

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工

事進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用してお

ります。なお、工事進行基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積り

は、原価比例法によっております。

６ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

７ その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。

８ 追加情報

   当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正により、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しております。
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※１  受取手形裏書譲渡高 

  

 
  

※２  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま

す。 

  

 
  

※３  たな卸資産及び工事損失引当金の表示 

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せず両建てで表示

しております。 

工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 

  

 
  

※１  固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

※２  固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

（７）財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度 
(平成24年３月31日)

受取手形裏書譲渡高 148,969千円 243,562千円

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度 
(平成24年３月31日)

受取手形 ― 31,649千円

支払手形 ― 5,573千円

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度 
(平成24年３月31日)

未成工事支出金 3,574千円     ― 

(損益計算書関係)

前事業年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

土地    ― 80,056千円

前事業年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

建物 3,734千円      ―

構築物 897千円      ―

工具、器具及び備品 282千円 97千円

建物撤去費用 22,000千円      ―

計 26,914千円 97千円
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(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 立会外自己株式取得取引70,000株及び単元未満株式1,710株の買取りによる増加 

  

    該当事項はありません。 

  

  (1) 配当金支払額 

 
  

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

   

  

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式2,080株の買取りによる増加 

  

    該当事項はありません。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 6,500,000 ― ― 6,500,000

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 104,295 71,710 ― 176,005

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(決議) 株式の種類
配当金の 
総額(千円)

１株当たり 
配当金(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 19,187 3 平成22年３月31日 平成22年６月30日

株式の種類
配当金の 
総額(千円)

配当金の原資
１株当たり 
配当金(円)

基準日 効力発生日

普通株式 37,943 利益剰余金 6 平成23年３月31日 平成23年６月29日

当事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 6,500,000 ― ― 6,500,000

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 176,005 2,080 ― 178,085

３ 新株予約権等に関する事項
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  (1) 配当金支払額 

 
  

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
     平成24年６月28日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。 

 
  

    現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。 

  

 
  

   関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

  

４ 配当に関する事項

(決議) 株式の種類
配当金の 
総額(千円)

１株当たり 
配当金(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月28日 
定時株主総会

普通株式 37,943 6 平成23年３月31日 平成23年６月29日

株式の種類
配当金の 
総額(千円)

配当金の原資
１株当たり 
配当金(円)

基準日 効力発生日

普通株式 31,609 利益剰余金 5 平成24年３月31日 平成24年６月29日

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金及び預金 2,149,871千円 1,750,358千円

現金及び現金同等物 2,149,871千円 1,750,358千円

(持分法投資損益等)
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(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び確定拠出年金制度並びに退職一時金制度を設けて

おります。（簡便法）

   なお、当事業年度において、当社の加入する「北海道電気工事業厚生年金基金」は、昨今の経済情勢により

運用が困難を極め不足金が発生し、運用での不足金解消に目途が立たないことから、代議員会で基金の解散の

手続きを進めることを決定しております。そのため、基金の解散が許可された場合、損失の発生の可能性があ

ります。

 

２ 退職給付債務に関する事項

 ① 退職一時金

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

  退職給付債務 643,699千円 593,495千円

  （退職給付引当金）

 

 ② 厚生年金基金

   北海道電気工事業厚生年金基金(総合設立型)に加入

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

イ 年金資産額 17,704,361千円 15,964,809千円

ロ 給与総額(基金全体額) 1,433,588 1,278,298

ハ 給与総額(当社分) 83,500 81,218

ニ 年金資産残高 
  (イ×ハ÷ロ)

1,031,198 1,014,340

 

３ 退職給付費用に関する事項

前事業年度
  (平成22年４月１日
   平成23年３月31日)

当事業年度
  (平成23年４月１日
   平成24年３月31日)

イ 簡便法による退職給付費用 48,738千円 37,752千円

ロ 厚生年金基金拠出金 41,839 40,986

ハ 確定拠出年金への掛金支払額 10,449 10,160

  簡便法による退職給付費用 101,026 88,898

４ 要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

 ① 制度全体の積立状況に関する事項

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

  年金資産の額 17,468,662千円 17,484,335千円

  年金財政計算上の 
  給付債務の額

18,008,351 19,581,335

  差引額 △539,688 △2,097,000

 ② 制度全体に占める当社の掛金拠出割合

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

  5.82％ 6.20％

 ③ 補足説明 

 上記①の差引額の主な要因は、資産の運用悪化等による積立不足額であります。本制度における過去勤務債

務の償却方法は期間15年の元利均等償却であります。 

 なお、上記②の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。
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１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び行政を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。  

当社は、工事部門と販売部門から構成されており、「屋内配線工事」「電力関連工事」「ＦＡ住宅環

境設備機器」「産業設備機器」の４つを報告セグメントとしております。  

「屋内配線工事」は、ビル・建築物の電気設備工事、土木水道・各種産業機器プラントの設置、その

他工事を行っております。「電力関連工事」は、送電工事、発変電工事、地中線工事、空調工事、情報

通信工事、蓄電池の再生等を行っております。「ＦＡ住宅環境設備機器」は、標準機器製品、ビル電源

機器、環境設備装置、電子機器、電化機器、その他の販売・仲介を行っております。「産業設備機器」

は、電力設備機器、発電機車、電線類及び管路材料、情報通信システム、その他の販売・仲介を行って

おります。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一で

あります。 

セグメント間の振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

当事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

 
(注) １ 資産についてのセグメント情報は、経営者が経営の意思決定上当該情報を各セグメントに配分していないこ

とから開示しておりません。 

２ セグメント利益は、損益計算書の売上総利益と一致しております。 

  

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
損益計算書
計上額屋内配線工

事
電力関連工

事
ＦＡ住宅環
境設備機器

産業設備機
器

計

売上高

  外部顧客への売上高 4,304,959 3,146,275 940,205 1,037,684 9,429,124 ― 9,429,124

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

27,570 4,231 159,075 43,607 234,485 △234,485 ―

計 4,332,529 3,150,506 1,099,281 1,081,292 9,663,609 △234,485 9,429,124

セグメント利益 302,602 466,021 181,553 64,508 1,014,685 ― 1,014,685
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リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、関連当事者情報、税効果会計、ストック・オ

プション等、企業結合等、賃貸等不動産、資産除去債務、セグメント情報の関連情報等に関する注記に

ついては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

  

  

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  
  

(開示の省略)

(１株当たり情報)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 669.36円

１株当たり当期純利益金額 25.05円

項目
当事業年度

(平成24年３月31日)

当期純利益(千円) 158,376

普通株式に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 158,376

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,322

(重要な後発事象)
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５．その他

（１）受注高・売上高及び次期繰越高

 ① セグメント別受注高

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日)

当事業年度 
(自 平成23年４月１日  

 至 平成24年３月31日)
比較増減

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
増減率 
(％)

屋内配線工事 3,689,963 41.9 5,065,960 51.2 1,375,997 37.3

電力関連工事 3,401,979 38.7 2,655,607 26.8 △746,371 △21.9

ＦＡ住宅環境設備機器 944,543 10.7 944,315 9.5 △228 △0.0

産業設備機器 767,406 8.7 1,239,834 12.5 472,428 61.6

合計 8,803,891 100.0 9,905,717 100.0 1,101,825 12.5

 ② セグメント別売上高

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日)

当事業年度 
(自 平成23年４月１日  

 至 平成24年３月31日)
比較増減

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
増減率 
(％)

屋内配線工事 4,292,216 43.7 4,304,959 45.6 12,743 0.3

電力関連工事 3,815,712 38.8 3,146,275 33.4 △669,437 △17.5

ＦＡ住宅環境設備機器 942,745 9.6 940,205 10.0 △2,539 △0.3

産業設備機器 771,039 7.9 1,037,684 11.0 266,644 34.6

合計 9,821,713 100.0 9,429,124 100.0 △392,588 △4.0

 ③ セグメント別次期繰越高

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日)

当事業年度 
(自 平成23年４月１日  

 至 平成24年３月31日)
比較増減

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
増減率 
(％)

屋内配線工事 831,049 36.1 1,592,050 57.3 761,001 91.6

電力関連工事 1,237,861 53.7 747,194 26.9 △490,667 △39.6

ＦＡ住宅環境設備機器 68,803 3.0 72,913 2.6 4,110 6.0

産業設備機器 166,433 7.2 368,583 13.2 202,150 121.5

合計 2,304,147 100.0 2,780,740 100.0 476,593 20.7
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セグメント別受注高及び売上高の予想 

 
  

該当事項はありません。 

  

 ④ 次事業年度（自 平成24年４月１日  至 平成25年３月31日）

受注高 売上高

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

屋内配線工事 4,800,000 48.0 4,800,000 48.0

電力関連工事 2,500,000 25.0 3,100,000 31.0

ＦＡ住宅環境設備機器 1,100,000 11.0 1,100,000 11.0

産業設備機器 1,600,000 16.0 1,000,000 10.0

合計 10,000,000 100.0 10,000,000 100.0

（２）役員の異動
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